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変革の種
生態危機の時代における
女の子の権利
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「行動すべき時は“今”です。気候危機は
子どもやユースにとって重すぎる負担と
なっており、私たちの心を不安と将来へ
の恐れで満たしています。昨日未来が
破壊されたというのに、どうして明日の
夢を見ることができるでしょうか」
Ineza Umuhoza Grace、行動重視型
のユース気候アドボケイト・交渉担当、
ルワンダ

序文

生態系の危機は地球上の生命を脅かし、既存の不平等・脆弱性・貧困を悪化させています。惑星の限界が破られ、温室効果ガ
ス排出量が増加し、生物多様性の損失、世界人口の99％が安全ではない空気を吸う中で、もともと弱い立場にいる人びと、特に
女性や女の子が不当に大きな影響を受けています。2050年までに、気候危機により新たに1億5,800万人の女性と女の子が貧
困に陥り、2億3,200万人が食料不安に直面すると推定されています。

環境の悪化は、人権の実現を脅かしています。特に「食料」「水」「健康」そして「暴力からの保護」といった基本的な権利が深刻

な影響を受けています。低所得国に暮らす女の子たちは、性別・年齢・資源の不足といった要因から、特に大きな影響を受けて
おり、現在、世界で10億人を超える子どもたちが気候危機と人道的緊急事態の悪化によって極度のリスクにさらされています。

プラン・インターナショナルでは、持続可能な解決策は「ジェンダー平等」を通じてのみ達成できると信じています。健康な社会
は、健全な環境なしには存在しえないという認識がその根底にあります。気候危機への対応と、ジェンダー不平等の根本的な原
因に取り組むためには、「ジェンダー・トランスフォーマティブな気候アクション」が不可欠です。それは、不平等な権力構造を見直
し、すべての若者、特に疎外された女の子やユース女性の権利を実現することを意味します。性別や交差するアイデンティティに
関係なく、若者の権利を保障することが必要です。本報告書で紹介している「自然に根ざした解決策(Nature-based Solutions)」
の取り組みは、まさにこのビジョンに基づいています。

同時に、私たちは意思決定のあらゆるプロセスにおいて、包括的な理解と統合的な視点が必要であると認識しています。国家
戦略、行動計画、現場での実施を相互に連携させることこそが、分断的な対応や不適応(maladaptation)を避ける最善の道な
のです。

課題は非常に大きいものの、希望の持てるニュースもあります。解決策は、私たちの手の届くところにあるのです。本報告書が、
読者の皆さま一人ひとりにとって、「惑星の限界(planetary boundaries)」を尊重し、人権を守り、そしてすべての女の子が自らの
未来に関わる意思決定の場に参画できる世界を目指す一助となることを願っています。

プラン・インターナショナル気候変動リード Stu Solomon
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CBD	 生物多様性条約

COP	 締約国会議

GBF	 昆明・モントリオール生物多様性枠組

GTA	 ジェンダー・トランスフォーマティブ・アプローチ

LLA	 地域主導型適応

NAP	 国家適応計画

NDC	 国が決定する貢献

NbS	 自然を活用した解決策

NBSAP	 生物多様性国家戦略及び行動計画

UNCCD	 砂漠化対処条約

UNEP	 国連環境計画

UNFCCC 国連気候変動枠組条約
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主要メッセージ

生態系危機は、地球上の生命を脅かし、不平等を拡大させ、世界規模の不正義を
深めている。その結果、人権は世界中で侵害されており、特に低・中所得国に暮ら
す女の子やその他の疎外された人びとが深刻な影響を受けている。このような影響
に対抗するためには、迅速かつ的確で、変革的な措置が必要であり、国際的な条約
で合意された目標と整合するものでなければならない。

トレードオフや不適応を回避するためには、統合的かつ包括的な解決策が求めら
れる。その実現には、国家戦略、行動計画、事業実施の各レベルにおいて、政策の
一貫性と相互連携を強化する必要がある。

持続可能なかたちで生態系危機に対処するためには、権利に基づくアプローチと
ジェンダー・トランスフォーマティブな視点が不可欠である。人権とジェンダー平等を
変革の中核的な原則としなければ、あらゆる「解決策」は、危機の根本にある既存の
権力構造や不正義を再生産することとなる。
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はじめに

世界は、いくつかの深刻かつ相互に関連する環境問題に直面している。その中には、気候変動・土地の劣化・生物多様性の喪
失・汚染が含まれる。これらの要因が複合的に作用することで、生態系の健全性と人間の福祉を脅かす「生態系危機」が生じて
いる。科学界および市民社会は、進路を転換するために変革的な対策の早急な実施を強く求めている。

これらの複合的な環境問題にほとんど寄与していないにもかかわらず、低・中所得国における女の子・ユース女性・その他の疎
外された人びとは、最も深刻な影響を受けている。これらの問題は、女の子の健康を脅かし、身体的自己決定権を制限し、教育・
医療・雇用・持続可能な生計といった基本的サービスへのアクセスを困難にしている。多くの文脈において、女の子たちは安全な
水・食料・住まいといった基本的ニーズを満たすことさえ困難である。にもかかわらず、彼女たちは自らの未来を左右する意思決
定の場から体系的に排除されている。この状況は、多様な背景や特性を持つすべての女の子に影響を及ぼしている。

本報告書「変革の種: 生態危機の時代における女の子の権利」は、相互に関連する環境悪化とジェンダー不平等の影響に光を
当て、特に低・中所得国において、生態系の崩壊がいかに女の子の権利を侵害しているかを明らかにしている。本報告書では、
自然を活用した解決策(NbS)が、環境の持続可能性・貧困・社会的不平等という相互に関連する課題にいかに対応し得るかを検
討し、プラン・インターナショナルによるジェンダーに配慮したNbS実践の事例を紹介している。また、国際的な政策枠組みにも目
を向け、惑星の限界を超えず、すべての人が尊厳・平等・尊重のもとに生きられる世界の実現に向けた責任と行動を、政策決定
者・影響力をもつ人びと・実務者に対して呼びかけている。

プラン・インターナショナルのジェンダー・トランスフォーマティブ・アプローチ(GTA)は、ジェンダー不平等と排除の構造的要因に
取り組み、不平等な権力関係を再構築することにより、特に女の子の権利、そして性別や交差するアイデンティティに関係なくす
べての若者の権利を実現することを目的としている。同団体のグローバル戦略「立ち上がれ、女の子たち!(All Girls Standing 
Strong)(2023–2027)」では、地域主導型適応(LLA)の8原則への支持を通じて、適応策の計画と実施における地域主導の推進
を明確にしている。これら8原則は、プラン・インターナショナルのGTAと整合し、女の子やその他の疎外された集団が直面する環
境正義と構造的不平等に取り組むものである。

本報告書は、プラン・インターナショナル・フィンランドによって編纂され、グローバルな調査結果とプロジェクトレベルの事例に基
づき、生態系危機と女の子の権利とのつながりを示している。そして、環境政策と実践の中心に女の子の権利とジェンダー平等
を据えない限り、生態系危機への対応は非効果的かつ不公正で、持続可能ではないと強く主張している。
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1. 生態系の危機: 人権とジェンダーの危機

生態系危機(気候変動・生態系の劣化・生物多様性の喪失・
資源の過剰使用・汚染を含む)は、環境上の緊急事態である
だけでなく、深刻な人権およびジェンダーの危機でもある。不
可逆的な環境変化のリスクが高まる中で、その責任と影響
は、国・地域・世代ごとに不平等に分配されている。

1.1. 相互関連する環境問題
生態系危機は、単一の出来事ではなく、貧困や不平等と深く結びつ
いた、相互に関連する複数の環境課題の収束である。これらの危
機は、すでに社会的に疎外されている人びとの脆弱性をさらに深刻
化させている。生物多様性の喪失・土地の劣化・気候変動の影響
は重大かつ重なり合っており、その相互作用は無視できない。過去
20年間で、暴風雨や豪雨といった異常気象の発生件数は40%増加
しており、それにより人びとの避難・生命の喪失・生計手段の破壊・
インフラや文化遺産の損壊が拡大している1。

ストックホルム・レジリエンス・センターによれば、気候変動・淡
水利用・土地利用変化・生物圏の健全性などに関する指標を
含む9つの惑星の限界のうち、6つが2023年時点ですでに大
幅に超過している2。惑星の限界という概念は、人類の活動が
与える影響について、9つの重要かつ相互に関連する環境プ
ロセスごとに限界を定めたものであり、一つの限界を超えると
他のプロセスにも影響を及ぼすことを意味する3。

気候変動は、異常気象のみならず、生物多様性の喪失・土壌
の塩害化・淡水資源の減少といった徐々に進行する現象も引
き起こす4。さらに、土地利用の変化・化学物質の過剰使用・
乱獲・工業型農業などがこれらの課題を複雑化させ、生態系
の健全性とそのサービスを脅かしている。その結果、コミュニ
ティは食料安全保障・人間の健康・安全な飲料水へのアクセ
スといった面でますます大きな脅威にさらされている5。さら
に、汚染は現在、世界における早期死亡の主要因となってお
り、気候変動へのレジリエンス構築に不可欠な生態系にも深
刻な悪影響を与えている6。

天然資源の使用量は過去50年間で3倍に増加し、現在も年
率2%以上のペースで増え続けている7。科学界からの明確な
警告や市民社会の広範な懸念にもかかわらず、炭素排出量
は依然として増加しており、年々記録的な高温が観測されて
いる8。生物多様性の損失も深刻であり、過去50年間で野生
動物の個体数は平均して73%減少している9。汚染は低所得国
に限った問題ではなく、世界人口の99%が汚染された空気を吸って
おり、これは高所得国においても健康に悪影響を及ぼしている10

変革の種

人間社会や地域経済を支える地球の重要なプロセスの状態を変
化させる複数のグローバルなティッピング・ポイントが、危険なまで
に接近している11。アマゾン熱帯雨林の崩壊・氷河の融解・永久凍
土の融解などは、大量の温室効果ガスを放出し、地球温暖化を加
速させる可能性がある。サンゴ礁の喪失は、沿岸地域に暮らす数
億人規模の人びとの生計や自然災害からの保護機能を失わせる
結果を招き得る12。

アイレウでの水源保全を通じた技能と自信の獲得

東ティモールのアイレウ地方の農村に住む15歳のTeresa
は、プラン・インターナショナルの「Hakbi’it Joventude」プロ
ジェクトに参加した後、村に変化が生まれたと語っている。現
在、村には乾季を乗り切るのに十分な水が確保されており、
人びとの生活もより安定し、満足度が高まっているとい
う。Teresaは、同プロジェクトの研修を通じて、水の保全方
法・植林の技術・土壌侵食や地滑りを防ぐための段々畑の造
成方法を学んだ。これにより、持続可能性に関する新たなス
キルを身につけ、自信も得た。

「このプロジェクトでは、水の保全について学びました。そ
れだけでなく、水源の近くに木を植えたり、段々畑をつくったり
もしました。こうすることで、地滑りを防いで水源を守ることが
できますし、必要なときに畑の土に肥料を加えることもできま
す。たとえば、今木を植えておけば、5年後や10年後には湧
水が枯れることなく、水の量が増えると思います。プランの活
動に参加して、私の知識は本当に広がりましたし、自信もつき
ました。今では、以前のように人前やプロジェクトの職員の前
で話すことが怖くなくなりました」

Teresa、15歳、東ティモール

@Plan International
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1.2. 経済的不平等と生態系の危機 

生態系危機は、人間の活動、特に天然資源の過剰な使用によって
引き起こされている。国連環境計画(UNEP)の国際資源パネルによ
れば、世界における資源の採取量は1970年以降で3倍以上に増加
しており、2060年までにさらに60%増加する見通しである13。高所得

国の消費パターンは、資源の過剰使用を引き続き促進している。
UNEPの推計によれば、高所得国は低所得国に比べて、一人当たり
の温室効果ガス排出量が10倍、資源使用量が6倍に上る14。このよ
うな急速な消費は、主にグローバル化された市場経済によって駆動
されている。生産によって生じる多くの負の影響、たとえば環境的・
社会的コストは、生産コストの外部に押し出され、他の手段によって
対応される必要がある15。これにより、資源の枯渇・環境の劣化・
不公正な労働慣行が引き起こされている。

世界経済は成長を続けているが、多くの人の基本的なニーズは満た
されていない。世界銀行のデータによると、世界的な貧困削減はほ
ぼ停滞状態に陥っており、2020年～2030年は貧困撲滅という世界
目標にとって「失われた10年」となる見込みだという16。これらの不正
義は偶発的なものではなく、権力構造や経済システムに根差した不
平等によって形成されている。世界の富は非常に偏在しており、
2021年のWorld Inequality Labの報告によれば、最も裕福な10%の人
びとが世界の富の76%を保有し、下位50%の人びとはわずか2%し

か所有していない17。こうした格差は、労働や資源が低所得国で過小
評価される「不平等な交換」によってさらに悪化している。たとえば、
高所得国の企業は、低所得国で安価な労働力や資源を利用して莫
大な利益を上げているにもかかわらず、その価値を原材料や労働を
提供した国に還元していない18。たとえば、高所得国の企業は、
低所得国の安価な労働力や資源を利用し大きな利益を上げ
ているが、その利益は、原材料や労働力の提供源である国々
には還元されていない。

競争と利益の最大化を基盤とする現在の世界経済システムは、環
境の持続可能性および社会的公平性という目標とは両立しない。過
去10年間の経済成長および炭素強度のパターンを維持したまま、1
日あたり6.85ドルの貧困線を超えて30億人を引き上げようとすれ
ば、2050年までに世界の温室効果ガス排出量は46%増加すると試
算されている19。惑星の限界の範囲内で暮らしながら、資源のよ
り公平な分配を実現するには、狭義の経済的利益ではなく、公
平性・持続可能性・人権を優先するようなシステム全体の変革
が必要である。

1.3. 生態系の危機下における人権と
ジェンダー

生態系危機は、ジェンダーおよび社会的不平等を拡大させ、
食料・水・健康・暴力からの保護といった重要な人権を脅かし
ている。社会的および経済的なセーフティネットが不十分な
状況下では、すでに疎外されている人びとは、他の人びと以
上に大きな損失と被害を被ることになり、それがしばしば世代
を超えた貧困の連鎖を引き起こす20。

環境リスクの影響はジェンダーによって異なり、多くの国々に
おいて、女の子やユース女性は、生態系危機によって悪化
するジェンダー不平等の影響をますます受けやすくなってい
る。差別的な社会的・ジェンダー規範の存在により、女の子
や女性だけでなく、人種・性的指向・ジェンダー・アイデンティ
ティ・障害・民族・経済的地位によって疎外されている人びと
は、環境ストレスの影響をより強く受ける傾向にあり、それに
対処するための資源も最も乏しい21。さらに、こうした人びと
が意思決定の場から排除されていることが、課題を一層深
刻なものにしている22。

ボックス 1: 不適応の定義

気候変動に関する政府間パネルは不適応を、温室効
果ガスの排出増加・気候変動に対する脆弱性の拡大ま
たは移動・より不平等な結果・福祉の低下などを通じて、
気候関連の悪影響リスクを高める行動と定義している。
これらは現在だけでなく将来においても問題となり得る。
多くの場合、不適応は意図せざる結果として生じるもの
である。

すべての気候関連または環境問題への解決策が、社会的に
公正であるとは限らない。たとえば、再生可能エネルギーへ
の移行は化石燃料の段階的廃止に不可欠であるが、グリー
ン技術の生産には天然資源と空間の両方が必要とされる。
鉱業・エネルギー採取・発電所といった大規模な産業および
インフラは、コミュニティの資源へのアクセスを妨げ、土地収
奪や住民の移転を引き起こし、生計手段を脅かす可能性が
あり、それによりジェンダー不平等が深まるおそれもある23。
解決策が公平でなかったり、他者に被害を転嫁するようなも

のであれば、それは不適応になるリスクを孕む(ボックス1参
照)24。適応策がジェンダーや公平性を考慮せず、最も脆弱な
人びとのニーズに基づいていない場合、不適応の結果を招く
可能性が高まる25。

権利に基づくアプローチおよびGTAは、生態系危機への対応
において極めて重要な役割を果たす。包括的な意思決定プロ
セスがなければ、その成果は公正でも持続可能でもあり得な
い26。気候・環境対策が、公平性・参加・説明責任といった原
則に基づいて実施されるとき、不正義の根本原因に取り組
み、長期的な影響をもたらす可能性が高まる。



女性主導の森林再生

ケニアの沿岸地域に暮らす女性たちは、気候変動と制限的な社会規範という二重の負担に直
面している。彼女たちは環境保全において中心的な役割を果たしているにもかかわらず、意思
決定の場から排除され、無償のケア労働の大部分を担い、気候変動への対応策に参加する
ための時間や機会を持たない状況にある。

この課題に対処するために、「沿岸および海洋生態系の保全と持続可能な管理(COSME)」プ
ロジェクトでは、生態系に基づくアプローチとジェンダーに配慮した修復手法を通じて、気候正
義の促進を図っている。同プロジェクトは、ケニアではプラン・インターナショナル、タンザニアで
はジェーン・グドール研究所が実施主体となっている。プロジェクトでは「Gender Justice 
Journey」を通じて女性を変革の担い手としてエンパワーメントする一方で、男性も協力者とし
て積極的に関与している。さらに、ケニアの65校における環境保全・農業クラブ、およびタンザ
ニアの45の「Roots and Shoots」クラブと連携し、世代を超えた気候行動と保全への参加を育
成している。

COSMEプロジェクトは、生物多様性への共通利益を伴う地域主導型の生態系修復を支援し
ており、以下の3つのNbSを中心に展開している。すなわち、地域主導のマングローブ修復・陸
域森林修復・持続可能な海藻栽培である。すべての取り組みにおいて、受益者の少なくとも
70%が女性となることを目標としている。

COSMEのアプローチは地域主導型である。女性は修復活動を主導し、地域森林協会
(Community Forest Associations)や海辺管理ユニット(Beach Management Units)におい
て指導的な立場を担っている。男性も、家庭や地域レベルでの意思決定における女性の参画
を支持するようになりつつある。

「このプロジェクトを通じて、女性が関わると家庭の中が平和になり、収入も増えて、森林や海
ももっと守られることがわかりました」と、クワレ県のアマニ・ジブワゲ・グループのメンバーであ
るMohamedは語っている。社会的規範を転換し、地域の能力を強化し、女性に投資すること
によって、本プロジェクトは、ジェンダーに配慮した持続可能な気候レジリエンスの基盤を築い
ている。

*現在のプロジェクトは、2017年にケニアで開始された過去のCOSMEプロジェクトの拡大版である。

COSME

対象地域: ケニアのクワレ郡・キリ

フィ郡、タンザニアのタンガ地域・
プワニ地域

実施パートナー: プラン・インター

ナショナル・カナダ、プラン・イン

ターナショナル・ケニア、ジェーン・
グドール研究所(カナダ)

ドナー機関: カナダ政府国際開発

庁およびカナダ国内の個人寄付
者

実施期間: 2023年～2026年*

Carolineはトゥマイニ自然保護団体の中心人物である
@Plan International
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2. 女の子の権利への影響

生態系危機は、複数かつ交差的なかたちで女の子の権利に
影響を与えている。あらゆる多様な背景を持つ女の子は、環
境の変化に伴う健康や福祉への直接的な影響を受けるだけ
でなく、社会的役割や家庭内の力関係の変化を通じた間接的
な影響にも直面している。加えて、基本的インフラの劣化や、
教育をはじめとする基本的サービスへのアクセスの低下と
いった構造的な影響も顕在化している。

2.1. 個人レベルでの影響

環境リスクの影響により、女の子は身体的・精神的な健康にさ
まざまな影響を受けている。たとえば、媒介動物による感染
症・熱ストレス・食料不安・不衛生な水への曝露が増加してい
る。高温は、特に若年の母親にとって、妊娠や新生児の健康
に悪影響を及ぼす可能性がある27

。気候変動に起因する干ば
つや洪水は、清潔な水や衛生設備へのアクセスを損なうた

め、女の子が月経衛生や健康を適切に管理することが困難に
なる28。このような状況は、女の子の行動範囲の制限・学校へ
の出席率低下・尊厳や福祉への悪影響をも与えている。

また、ゴミで埋め尽くされた河川などの汚染や環境の劣化は、
気候変動の影響をさらに悪化させる。熱波の際には水系感染
症の深刻化が見られ、汚染された劣化河川は気候変動への
レジリエンスを欠き、洪水のリスクが高まる。こうした環境劣化
は、女の子が有害な汚染物質や化学物質にさらされるリスク
も高めている29。サヘル地域では、生活環境の悪化により、女
の子やユース女性の間で頭痛・皮膚感染症・失神・マラリアの
リスク上昇などの健康問題が報告されている30。同時に、文化
的なスティグマやメンタルヘルスに関する知識の不足により、
多くの女の子が環境ショックに起因する心理的苦痛・トラウマ・
不安について助けを求めることができない状況にある。

低・中所得国においては、貧困・大気汚染への曝露・危険な家
庭内調理方法との関連が深く、ケア労働や屋内での活動時間
の長さから、これらは女の子や女性に不均衡に影響を及ぼし
ている31。エチオピアおよびウガンダの研究では、10代の女の
子やユース女性は男の子に比べて室内の空気汚染への曝露
が大きく、それが呼吸器疾患や長期的な健康問題のリスクを
高めていることが示されている32。

2.2. 関連する影響

多様な背景をもつ女の子は、家族関係・コミュニティでの役割・
社会的な期待の変化を通じて、生態系危機の影響を受けてい
る。洪水・干ばつ・極端な高温といった環境ショックの際には、
家庭内およびコミュニティにおける緊張が高まり、既存のジェ
ンダー不平等がさらに深刻化することが多い。

干ばつの時期には、女の子の負担が増大し、水を汲むために
より長い距離を移動しなければならなくなる33。資源が不足す
る状況では、土地・食料・水へのアクセスを制限するなどの
ジェンダーに基づく暴力(GBV)を通じて、不平等な権力関係が
維持される34。さらに、食料不安の悪化により、経済的困難を
和らげる手段として、娘を早期に結婚させるといった負の対処
戦略を家族が選択する圧力が高まることもある35。

キリフィ郡で、女の子たちの土地と未来を取り戻す

ケニア・キリフィ郡に暮らす21歳のRehemaにとって、日々の
生活は気候の極端さによって大きく左右されている。長引く干
ばつは川や作物を干上がらせ、やがて急激な降雨が深い溝
を削り、乾いた川床を一転して命を脅かす洪水へと変えてし
まう。また、干ばつによって近隣の森から出てきたゾウが作物
を荒らし、一時的に地域の安全が損なわれることもある。両
親は日雇い労働で家を空けており、安定した収入はない。わ
ずかな収入は食費に充てるのが精一杯で、Rehemaは学業
を諦めざるを得なかった。彼女は祖母とともに暮らし、7人の
きょうだいの面倒を見ている。

村では、木炭の生産が主な収入源の一つとなってお
り、Rehemaの家族も例外ではなかった。しかし、プラン・イン
ターナショナルのCOSMEプロジェクトに参加したことで、木を
伐採することが土地を劣化させ、洪水や水源の枯渇を悪化さ
せていることを理解するようになった。プロジェクトは、ユース
女性や10代の母親を支援する「Dzikunze Binti」グループの
一員であるRehemaをはじめとするメンバーたちに対し、ジェ
ンダーに配慮した貯蓄グループの設立を支援した。Rehema
は、初めてのローンで小さなブティックを開業し、無事に返済
も完了させた。さらに、コミュニティ住民にジェンダー平等と包
摂について学ぶ「Gender Justice Journey」のセッションを通
じて、彼女は自分の声を持てるようになった。「今では年上の
人たち、男の人さえも、私の話を聞いてくれるようになりまし
た」と、Rehemaは語る。「新しい地域グループで書記に選ば
れたんです。まさか自分がそうなるなんて、想像もしていませ
んでした」。

彼女はブティックの収益で学費をまかない、家族が木炭づく
りをやめられるように支援したいと考えている。また、プロジェ
クトの支援を受けながら、自宅に果樹園をつくってい
る。Rehemaは、再び学校に通うこと、そして村の他の女の
子が学校を辞めずに、環境を守る術を学べるように手助けす
ることを夢見ている。

「木を失ったときに、何が起きるのかを私たちは見てきまし
た。私は、土地だけじゃなく、私のような女の子たちの未来を
取り戻す力になりたいです」

Rehema、21歳、ケニア

@Plan International
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支配的なジェンダー・社会規範の影響により、家計が学費や
その他の関連費用を賄えなくなった際に、最初に学校を中退
させられるのは多くの場合、女の子である36。生計手段の喪
失によって家庭の大人が出稼ぎを余儀なくされると、そのケア
労働の責任はしばしば10代の女の子に引き継がれる。その
結果、10代の女の子は大人と同様の責任を担うことになり、
家事を管理したり、年下のきょうだいの世話をしたりする役割
を担うことになる。

女の子や女性は、男の子や男性に比べて公式な政治参加の
機会が少ないにもかかわらず、多くが環境保護活動に積極的
に関わっている。しかし、環境に関する権利擁護者は、GBVを
含む脅威にさらされることが増えている。このような暴力は、
特にコミュニティが大規模な資源開発や汚染産業に抵抗して
いる文脈において、女性のリーダーシップや活動を沈黙させ
る手段として用いられている37。

2.3. 構造的影響

生態系危機によって悪化するインフラ、保健・教育システム
は、女の子に不均衡な影響を与えている。洪水・干ばつ・極
端な高温といった環境リスクは、各種施設を損壊させ、すでに
脆弱なサービス提供体制にさらなる負担をかけ、医薬品や避
妊具などの基本的なサービスや供給を妨げている38。こうした
混乱は、適応のための資源を最も持たない10代の女の子た
ちにとって、特に深刻な影響をもたらしている。

気候変動による圧力を受けた保健システムは、利用可能な資
源が限られ、10代の女の子に適した性と生殖に関する健康
(SRH)サービスの提供が困難になっている。その結果、早期
の妊娠・性感染症・安全でない中絶のリスクが高まる39。妊娠
中の女の子や若年の母親は、特に出生時の健康リスクにさら
されており、低出生体重・早産・子癇前症などがその例である
40,41。一方で、洪水や嵐は学校の閉鎖や道路の破壊を引き起
こし、通学をより危険なものにしている。学校はしばしば避難
所として転用されたり、災害で損傷を受けたりすることにより
閉鎖されることがあり、これが女の子の教育継続や、自らの
人生に関する判断力を養う機会を損なっている42。調査によ
れば、一時的な学校の中断であっても、その影響は長期にわ
たる可能性がある43。教育を受けた女の子は、結婚や出産を
遅らせる傾向が強く、労働市場や意思決定への参加が進む
ことで、経済的・政治的な参画の機会が増大する44。

また、避難や移住は、従来の社会的セーフティネットを崩壊さ
せる45。特に避難所や災害後の仮設施設では、女の子の
SRHサービスへのアクセスが途絶えがちである。緊急避難所
には適切な保護措置が備わっていないことが多く、女の子・
ユース女性・その他疎外された人びとは、セクシャルハラスメ
ントや暴力のリスクにさらされやすい。国連女性差別撤廃委
員会は、気候変動および災害リスク削減戦略において、避難
民や障害のある女の子や女性のニーズを特に考慮するよう
強く求めている46。

プロジェクト参加者はマングローブの生態系の保全方法を学ぶ
@Plan International



水質汚染のデータが地域を目覚めさせた

ムランジェ県およびムジンバ県では、気温上昇・森林伐採・水質汚染・生物多様性の損失・洪
水・干ばつが、農業生産性を低下させ、食料安全保障や生計手段を脅かしている。清潔な水
へのアクセスはますます困難となっており、特に水汲みの役割を担う女の子にとって、その負
担が増している。学校への出席の中断・早すぎる結婚・意思決定の場へのアクセスの制限と
いった要因が、女の子の権利に深刻な影響を与えている。

こうした課題をより深く理解し、効果的に対応するため、現地コミュニティは市民科学者アプ
ローチを受け入れ、環境保全・レジリエンス構築・包摂的な気候アクションへの道筋として活用
した。プラン・インターナショナル・マラウイは、ムランジェ山保全トラスト(MMCT)・Total Land
Care、Earthwatch Europe(EE)と連携し、マラウイ生物圏における生計支援と保全(CLIMB)
プロジェクトにおいてこのアプローチを導入した。プロジェクトでは、Trainer of Trainersモデル
を採用し、女の子・男の子・ユース女性・ユース男性からなるジェンダーバランスの取れた若
年市民科学者のグループを選定・育成した。彼らは、基礎的な環境科学・データ収集技術・水
の透明度を測るセッキ管・リン濃度を測定する試薬・観察用の記録用紙など、簡単な検査ツー
ルの使い方について学んだ。

これらの若者は毎月、ムランジェ山やムタンガタンガ森林保護区周辺の川や小川で水質調査
を実施し、その後、コミュニティ住民の市民科学者を対象にした月次水質調査の指導・実施を
主導した。調査地点は合計86カ所に及び、収集されたデータはEEによって取りまとめられ、
汚染源の特定や必要な介入策の検討に活用された。

コミュニティにおける水質検査の結果、森林伐採と水質の低下との間に強い相関関係がある
ことが明らかとなった。こうした問題は以前から疑われていたが、若者が集めたデータによっ
てその懸念が裏付けられ、コミュニティ全体に警鐘を鳴らすきっかけとなった。あるユース女性
は次のように語っている。「集会で調査結果を見せたとき、みんなショックを受けていました。
自分たちの子どもが集めた証拠を見て、川がどれだけ汚染されているか初めて実感したんで
す」。

こうした結果を受けて、プロジェクトは環境修復の取り組みへと拡大された。具体的な取り組
みには、植林・森林の共同管理・現地の森林管理における伝統的知識と共同責任の尊重・エ
ネルギー効率の高い調理用かまどの導入などが含まれている。これらの対策は、森林への
負荷を軽減しつつ、特に女性や子どもにとって重要な室内空気の質の向上にもつながってい
る。

ムランジェでの取り組みは、現地に根ざしたコミュニティ主導の介入策が、生態系危機の深刻
な影響を緩和しうることを示している。環境への効果にとどまらず、本プロジェクトは、特に女
の子やユース女性がリーダーシップを発揮することによって、コミュニティにおける伝統的な役
割観を問い直し、誰が知識の担い手であり、変革を起こす存在なのかという社会の認識を変
えつつある。

CLIMB

対象地域: Mulanje and Mzimba 
Districts of Malawi

パートナー: プラン・インターナショ
ナル・UK、プラン・インターナショナ
ル・マラウイ、EE、MMCT、Total
Land Care

ドナー: Jersey Overseas Aid 

実施期間: 2022年〜2025年
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3. 解決策: ジェンダー・トランスフォーマティブかつ現地主導のアプローチ

生態系危機への対応には、環境的に持続可能であるだけで
なく、社会的にも公正な解決策が求められる。ジェンダー・トラ
ンスフォーマティブかつ地域主導型のアプローチは、とりわけ
女の子や疎外された人びとなど、最も深刻な影響を受ける当
事者こそが、解決策の策定および推進の中心であるべきであ
るという認識に基づいている。NbSおよびLLAは、公平性・レ
ジリエンス・持続可能性を広範囲に統合するための実践的な
枠組みを提供するものである。

3.1. プラン・インターナショナルの生態系の危機へ
の取り組み

プラン・インターナショナルは、ジェンダー平等と子どもの権利
の推進に取り組むことで、生態系危機への対応における重要
なアクターとしての役割を果たしている。すべてのプログラム・
提唱・パートナーシップにおいてGTAを採用することで、同団
体は不平等な権力関係に挑戦し、ジェンダー不平等の根本原
因に取り組んでいる。GTAの6つの主要要素(ボックス2参照)
は、プラン・インターナショナルが気候変動・レジリエンス分野
の取り組みをいかに設計・実施・評価するかを方向づけてお
り、文脈に即した包摂的な解決策を通じて、コミュニティのレジ
リエンスを強化しながら、ジェンダー・社会正義の推進を図っ
ている。また、私たちは、レジリエンスへの道筋(Pathways to
Resilience)という枠組みを用い、プログラムおよび戦略的開
発にレジリエンスの要素を統合している47。さらに、LLAの8原
則(ボックス4参照)を支持し、これらの取り組みを一層強化して
いる。

ボックス 2: プラン・インターナショナルのGTAの構成要素

プラン・インターナショナルのGTAには、以下の6つの核心
的要素がある。

1.  人生の各段階を通じて、ジェンダー規範に取り組むこと

2.  女の子およびユース女性の主体性を強化すること

3.  女の子・ユース女性・女性の「状況」と「地位」の双方を
向上させること

4.  男の子・ユース男性・男性とともに取り組み、男性性の
在り方を変革すること

5.  包摂性および交差性を確保すること

6.  ジェンダー平等と女の子の権利を実現するための環境
を整備すること

プラン・インターナショナルは、コミュニティ・国家・国際の各レ
ベルにおいて、気候変動教育・生態系に基づく生計支援・安
全な学校環境の整備・ユース主導の適応および提唱などの
取り組みを実施している。これらの活動は、参加の格差の是
正・有害な社会規範への挑戦・特に女の子など最も疎外され
た人びとの、自らの懸念の表明/適応策への参加/生態系の危
機への解決策の主導を支援するものである。

ムランジェでデータ収集者から環境保護の
担い手へ

わずか24歳にして、マラウイ南部ムランジェ県出身のユー
ス女性Gorateは、政治や特権によらず、科学の力によって
コミュニティで尊敬される声となっている。GorateはCLIMB
プロジェクトにおいて市民科学者としての訓練を受け、地
域の川や小川で水質を監視し、月に一度、水の濁度・化学
物質の濃度・目に見える汚染を測定してきた。12か月にわ
たる調査の結果、Gorateは高濃度のリン・著しい濁り・プラ

スチックごみに関する懸念すべき結果を明らかにした。こ
の知見を手に、彼女は単なるデータ収集にとどまらず、行
動の声として地元の会合で結果を共有し、年長者や同世
代とも積極的に対話を重ねた。彼女のリーダーシップは、
他のユース女性に環境保護活動への参加を促し、女の子
の政治的参加を制限する社会規範に挑戦するものとなっ
た。Gorateは他のCLIMB参加者とともに、伐採された斜面
や川岸を再生するために何千本もの苗木を育て、薪への
依存を減らす改良型調理かまどの普及にも取り組んでい
る。

「私たちの行動がどれほど環境に影響を与えるのか、今ま
で知りませんでした。でもCLIMBプロジェクトを通して、森
林や水源を守ることの大切さを学びました。持続可能な未
来をつくるために行動する地域の一員でいられることを、
誇りに思います」

Gorate、24歳、マラウイ

@Plan International
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3.2. 自然を活用した、現地主導の解決策 
健全な環境は、人びとのウェルビーイングを支える基本的な
生態系サービスを提供している。たとえば、マングローブは沿
岸地域のコミュニティを嵐から守り、森林は降雨をもたらし二
酸化炭素を貯蔵し、湿地は水を浄化し食料生産を支えている
48。NbSは、こうした自然本来のレジリエンスを活かし、生態
系を保護・回復・持続可能に管理することで、気候変動・災害
リスク・生物多様性の喪失といった社会的課題に取り組むも
のである。また、社会的包摂やジェンダー正義の推進にも寄
与する。NbSは、科学的根拠と地域に根ざした長年の慣習
の両方に基づいており、自然との密接な関係に依存してきた
生計手段を持つ地域において、特に効果的である。これらの
解決策は、人間の発展と生態系の健康が相反するという
誤った二項対立に挑戦し、人と地球の両方に利益をもたらす
統合的アプローチを提示する。

国連環境総会(UNEA)は、NbSを環境・経済・社会の目標を
結びつける強力な枠組みとして認めている(ボックス3参
照)49。自然に逆らうのではなく自然とともに行動すること
で、NbSは農村から都市まで多様な地域において実施可能
である。たとえば、地域主導の植林活動は、生物多様性を向
上させ、食料安全保障を強化するだけでなく、女の子や女性
のエンパワーメントの場としても機能する。同様に、屋上庭
園・透水性舗装・並木道などの都市型グリーンインフラは、大
気の質を改善し、都市部の暑さを和らげ、冷房に必要なエネ
ルギーを削減することで、緩和と適応の両面に貢献する50。

ボックス 3: NbSの定義

2022年のUNEA決議において、NbSは以下のように定
義されている。「社会的・経済的・環境的課題に効果的
かつ適応的に対処しながら、人間の福祉・生態系サー
ビス・レジリエンス・生物多様性の利益を同時にもたら
す、自然または改変された陸域・淡水・沿岸・海洋の生
態系を保護・保全・回復・持続可能に利用・管理するた
めの行動」

グローバル・サウスの農村地域における事例は、NbSがレジ
リエンス構築において有効であることを示している。85のNbS
介入策をレビューした結果、多くの取り組みが生態系サービ
スの向上・生計の改善・コミュニティの結束強化につながって
いることが明らかとなった。特に、73%の介入で調整的・支援
的な生態系サービスの向上または回復が見られ、45%では
生計の多様化や社会的結束の向上、31%では環境変化への
対応能力の向上が確認された51。このような社会的成果は、
環境に関する解決策が構造的な不平等の是正にもつながる
変革的な効果を持つことを示している52。国際自然保護連合
のグローバルスタンダードは、適切な対応を共に創り上げる
ために、包摂的で参加型の手法を用いる必要性を強調してい
る53。

NbSの成功には、初期段階からジェンダー平等を組み込むこ
とが鍵である54。女性のリーダーシップの促進・不平等なケア
労働の軽減・ジェンダーに特化した知識体系の認識は、長期
的なレジリエンスの実現に不可欠である。資源管理に関する
知識は、ジェンダー特有の役割に基づいて形成され、世代を
超えて伝承されていることが多いという調査結果もある55。こ
れにより、先住民や現地の知識を科学的知見と同様に尊重
し、取り入れる必要性が浮き彫りとなっている。

NbSは、現地の優先事項を反映し、既存の能力を活用し、権
力と資源を公平に分配する透明で説明責任のあるプロセス
によって運営されるときに最も効果的である56。ここで重要と
なるのが、LLAの原則である。LLAは、生態系危機の影響を
最も強く受ける人びとに意思決定権を委ねることで、関連性
があり持続可能、かつ公正な解決策の実現を可能にす
る。NbSとLLAを組み合わせることにより、女の子や疎外され
た人びとの実際の経験を反映した介入が可能となり、彼女た
ちの声や知識がレジリエンスへの道筋を導くことができる
(ボックス4参照)57。

プラン・インターナショナルのNbSに関する取り組みは、この
ビジョンと一致している。私たちのレジリエンスの枠組みにお
ける5つの道筋のうちの1つは、健全な自然環境の推進に焦
点を当てており、健全な社会は健全な環境なしには存在し得
ないという認識に基づいている58。しかし、これらの実践を拡
大し、地域の関係者への説明責任を確保し、環境ガバナンス
に公平性を組み込むためには、さらなる投資が必要である。
最終的に、変革の種は権力のシフトにあり、女の子を単なる
生態系の崩壊による被害者としてではなく、より公正で持続
可能な未来を切り拓く重要な変革の担い手として認識するこ
とにある。

ボックス 4: LLAの原則

LLAに関する8つの原則は、以下の通りである。

1.  意思決定を、最も適切な下位レベルに委ねること

2.  女性・ユース・子ども・障害を持つ人びと・避難民・先住
民・疎外された民族集団が直面する構造的な不平等に
取り組むこと

3.  より容易にアクセス可能な、持続的かつ予測可能な資
金を提供すること

4.  現地の能力に投資し、制度的な遺産を残すこと

5.  気候リスクと不確実性に関する確かな理解を構築する
こと

6.  柔軟なプログラム運営と学びを促進すること

7.  透明性と説明責任を確保すること

8.  協働による行動と投資を推進すること



湧水の保護により雨水の確保が容易に

東ティモールは農業国であり、全世帯の66%が自給的農業に従事しており、人口の70%が
農村部に居住している。農村地域における生計は、水と土地といった自然資源に大きく依存
しているが、環境劣化や気候変動の影響により、これらの資源はますます圧迫されている。

アイレウ県およびアイナロ県を含む多くの地方部では、湧水が家庭用水や小規模農業の主な
水源である。しかし、森林伐採・持続不可能な土地利用・人口増加・気候変動・水資源管理の
不備などにより、特に乾季には水不足が深刻化している。これらの問題は、食料と水の安全
保障、そして地方の家庭の暮らしに大きな影響を与えており、特に水を汲む役割を担う女性に
とって深刻である。こうした課題に対応するため、プラン・インターナショナル・東ティモールは、
地域パートナーであるRural Youth Action(RYA)およびPermatilと協力し、湧水の保全と保護
に焦点を当てた取り組みを行っている。本取り組みでは、人工池の建設や自然池の修復を通
じて雨水を貯留する技術を活用している。これらの池は、雨季に雨水を貯め、それをゆっくりと
土壌へ浸透させることで地下水を補充し、乾季の湧水量を増加させる役割を果たしている。こ
の取り組みを補完する形で、水源地域には5,000本以上の樹木が植えられ、蒸発の抑制・土
壌浸食の防止・生物多様性の向上が図られている。コミュニティの参加はプロジェクトの中心
に据えられ、特に包摂的な参加が重視されている。水利用者グループや保全活動において、
女性は労働力や地域の知識を提供するだけでなく、意思決定にも参加し、従来のジェンダー
役割に挑戦しながら、自然資源管理における女性の参加とリーダーシップを推進している。

また、この取り組みでは、自然資源を規定する地域の慣習法「タラ・バンドゥ(tara bandu)」を取
り入れており、プロジェクト開始当初から地域のリーダーや長老を巻き込むことで、活動が伝統
的規範と調和し、文化的な妥当性と持続可能性が確保されている。コミュニティでは、湧水保
護に対する意識と能力が向上し、計画策定・現地調査・実施・知識共有などのプロセスに積極
的に参加している。多くの住民が、上流域の雨水貯留池の影響により、乾季の水の利用可能
性が改善したと報告している。本取り組みでは、丘陵地域において42の貯水池と103のチェッ
クダムが設置され、23の湧水が保全され、アイレウ県およびアイナロ県において合計1,067世
帯が恩恵を受けてい

変革の種

Hakbi’it Joventude: 気候スマー

トな再生型農業・水資源管理・生

計支援を通じた女性とユースのエ
ンパワーメント

対象地域: 東ティモールのアイレ

ウ県およびアイナロ県

パートナー: プラン・インターナショ

ナル・東ティモール、F-
RYA、Permatil

ドナー: オーストラリア外務貿易省

(DFAT・ANCP)、プラン・インターナ

ショナル・オーストラリア(PIA)

実施期間: 2021年〜2025年
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4. 世界の政策動向

これらの合意は、財政の流れを環境目標と整合させることを
求めており、これには生物多様性に害を及ぼす補助金の廃
止や、気候レジリエンスへの投資拡大が含まれる65,66,67。

現在、国際的な環境条約は500を超えており68、リオ条約に
加えて、汚染の各種形態を対象としたバーゼル条約・ロッテ
ルダム条約・ストックホルム条約なども重要な枠組みである。
これらの条約は共通事務局および会合を有しており、相乗的
な取り組みの好例である69。

生態系の危機への迅速かつ適切な対応には、各条約の実
施における相乗効果の強化に加えて、すでに合意されている
目標の実現に向けたギャップを埋める努力が何よりも必要で
ある。現在、各国が提出している国別目標(NDC)は、パリ協
定の目標達成には不十分である。仮に現在のNDCが完全に
実施されたとしても、地球の平均気温は2.6℃上昇することが
見込まれている70。また、CBDでは、自然生息地の喪失を半
減または減少させるという目標が2022年のGBF以前から掲
げられていたが、これを達成した国は全体のわずか14％に過
ぎなかった71。さらに、UNCCDが掲げる2030年までの土地劣
化中立目標の達成も遅れている72。GBFにおける最近の課
題として、目標の設定および実行の難しさが挙げられる。各
国は生物多様性国家戦略および行動計画(NBSAP)の改定
を約束していたが、2025年2月時点で、全体の4分の3の国
がこの期限を過ぎても改定を完了していなかった73。

4.2. 政策の仕組みにおけるNbSと資金調達・実施の
可能性

NbSは、条約間を統合する戦略としてますます認識されつつ
ある。国連気候変動ウェブサイトは、「3つのリオ条約すべての
活動の中で、最大の重複領域はNbSの分野にある」と述べて
いる74。2022年に開催されたUNFCCC COP27では、エジプト
議長国が、NbSを通じてリオ条約の目標達成を促進するため
のパートナーシップを立ち上げた75。

NbSは、以下のように国際的枠組みの中で言及されている。

» GBFは、気候変動対策における生物多様性のレジリエ
ンス強化手段として、NbSを認識している76。

» 「適応に関する世界目標(Global Goal on Adaptation)」
は、NbSを拡大する適応措置を求めている77。

» CBDにおけるCOP16の決定では、締約国に対し、NbS
をNBSAPに統合することを検討するよう促している78。

UNFCCCの枠組みにおけるNDC・国家適応計画(NAP)・
CBDのNBSAPにNbSを統合することは、相乗的な取り組み
を促進する有効な手段である。UNFCCC・CBD・UNCCDに
関連する資金調達手段においてNbSへの資金を加速させる
ことは、これら3条約間の相乗効果を高めることにつながる
79。また、コミュニティ主導型かつジェンダーに配慮した取り組
みを中心に据えることで、構造的な不平等に対処し、環境対
策による恩恵を公平に分配することが可能となる。

生態系危機に対処することを目的とした多様な国際条約や枠
組みの間で、縦割りを回避するためには、持続的な努力が求
められる。環境問題という喫緊の課題に対して包括的に取り組
むには、条約間の相乗効果を見出すこと、そして合意された目
標の実現に向けて、より広範で体系的な政治的整合性とコミッ
トメントを確保することが必要である。NbSは、このような整合
性の促進と、気候・自然・開発目標の全てにおいて相乗効果を
生み出す有望な手法である。

4.1. 国際的枠組みにおける相乗効果・不足・ジェンダー

2023年、3つのリオ条約(気候変動・生物多様性・砂漠化対
処)の事務局は、相乗効果の強化・協働・統合的な計画策定・
資源動員・先住民および現地の知識の包含を促進するため、
「合同能力強化プログラム(Joint Capacity-building 
Programme)」を開始した59。この取り組みは、2023年に発表
された「気候・自然・人間に関する共同声明(Joint Statement 
on Climate, Nature, and People)」に基づいており、統合的
かつ相乗的な行動が、レジリエンスや生計手段において相互
利益をもたらし、負のトレードオフを軽減することを強調してい
る60。

生物多様性条約(CBD)の下で2024年に開催された第16回締
約国会議(COP16)の成果には、こうした包括的な理解が反映
されている。会議では、生物多様性の喪失・気候変動・海洋酸
性化・砂漠化・土地劣化・外来種・汚染といった問題の相互依
存性が強調され、条約の目的達成に向けた緊急かつ整合性
の取れた、バランスの取れた行動の必要性が訴えられた61。

ボックス 5: リオ宣言

1992年、リオ・デ・ジャネイロにおいて、世界各国は気候
変動枠組条約(UNFCCC)およびCBDを採択し、砂漠化
対処条約(UNCCD)の交渉開始を呼びかけた。この3つ
の条約は「リオ条約」と総称され、人類が直面する喫緊
の課題が相互に関連しているという認識に基づいて誕
生したものである。

リオ条約に基づく主要な合意においては、ジェンダーおよび
現地コミュニティの役割も認識されている。パリ協定では、適
応策はジェンダーに配慮し、伝統的および地域の知識に基づ
いたものであるべきとされている62。昆明・モントリオール生物
多様性枠組(GBF)には、先住民・現地コミュニティ・女性・女
の子・子ども・ユースの環境に関する意思決定への参加を確
保するという目標が含まれている63。さらに、UNCCDは、地
方部の女性に特に注目し、土地の回復やガバナンスへの完
全な参加を支援する必要性を強調するとともに、現地コミュニ
ティの関与を重視している64。

政策決定において、条約間の整合性にとどまらず、より広範
な政治的一貫性を求める声は、パリ協定およびGBFの双方に
も組み込まれている。



女性の環境に関する知識が気候変動対策の向上に

太平洋地域において、女性は気候変動への適応、特にNbSに関する計画やリーダーシップ
の役割からしばしば排除されている。女性は自然資源の管理において中心的な役割を担っ
ているにもかかわらず、その貢献は公式な制度の中で十分に認識されていない。このような
排除は、適応策の効果を制限するだけでなく、気候関連の経済的機会から女性が利益を得
る可能性をも制限している。

こうした状況に対応するため、2025年にフィジー・ソロモン諸島・パプアニューギニアで開始さ
れた「太平洋気候チャンピオン(Pacific Climate Champions)」プロジェクトは、NbSの設計お
よび実施において女性のリーダーシップを統合することを目的としている。同プロジェクトは、
各国の文脈に適した介入策を展開できるよう、3つの現地市民社会組織と連携し、その能力
強化を行っている。主な取り組みには、ユース女性向けのリーダーシップ研修・包摂的なガバ
ナンス空間の創出・気候に関する意思決定プロセスへの参加促進が含まれる。女性グループ
が新たに結成され、または既存のグループが強化され、マングローブの再生・気候スマートな
農業・斜面の安定化といった活動の監督を担っている。

本プロジェクトの重要な要素は、包括的な計画とガバナンスを通じて女性の環境知識を実践
的な適応策に組み込んでいる点である。この取り組みは、女性の生活経験を尊重し、先住民
の知識を中心に据え、長期的な持続可能性を確保するものである。これは、他のプラン・イン
ターナショナルによるNbSプロジェクトでも有効であった手法と一致しており、技術的解決策・
現地のリーダーシップ・慣習的実践を組み合わせることが、プロジェクトの主体性と成功に不
可欠であることが示されている。

本プロジェクトは始まったばかりであるが、女性は徐々に自らのコミュニティ内でのNbS活動
に関する議論に参加し始めている。プラン・インターナショナルの職員も、各国政府やドナー
に対し、政策レベルでの女性の参画を提唱している。本プロジェクトの最終的な目標は、太平
洋地域におけるジェンダー・トランスフォーマティブなNbSの再現可能なモデルを構築し、包
摂的な適応戦略が環境的・社会的利益の双方をもたらすことを示すことである。

Pacific Climate Champions - 
太平洋におけるNbSを通じたジェ

ンダー平等の推進

対象地域: フィジー・ソロモン諸島・

パプアニューギニア

パートナー: PIA、プラン・パシフィッ

ク、Bougainville Youth in
Agriculture、Kastom Gaden
Association、Partners in
Community Development Fiji

ドナー: DFAT・ANCP、PIA

実施期間: 2025年～2027年
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5. 提言

生態系の健全性を損ない、不平等を拡大させ、世界的な不正義を深めるものとして、生態危機は深刻な課題となっている。各国
は、この危機に効果的に対応するため、迅速で適切かつ変革的な措置を講じなければならない。環境対策において公平性・包摂
性・正義を中心に据えることによってのみ、生態危機の根本的な原因に真に対処することが可能となる。以下に示す政策提言
は、惑星の限界を超えず、すべての人が尊厳・平等・敬意をもって生きられる世界の実現に向けて、意思決定者・影響力を持つ
者・実務者に対し、グローバルな責任と確固たるコミットメントを求めるものである。

1. 排出量と汚染の削減および生態系の保護

• すべての政策が惑星の限界と整合するものであることを確保すること。

• 政策の一貫性を担保し、一つの課題に対する解決策が他の領域に悪影響を及ぼさないようにすること。

• 気候変動の緩和・適応と生物多様性の保全に十分な資金を拠出し、損失・損害に対しては人権および国際法に則って適切
な補償を行うこと。

• 特に高所得国において、生産および消費の仕組みを転換し、地球規模の生態学的フットプリントを削減すること。

• 国内総生産を超えた進捗評価へと移行し、生態系の健全性・社会的公平性・惑星の限界に基づく代替指標を採用すること。

2. グローバルな政策の下で国家戦略を統合する

• NDC・NAP・NBSAP間の整合性を強化し、縦割り的な実施や不適応を回避すること。

• 分野横断的な戦略を支援するため、国際・国内の資金を動員すること。気候変動・生物多様性・土地にまたがる統合的な行
動の入り口として、NbSを優先すること。

• 多国間開発銀行および気候基金に対し、ジェンダー平等と地域主導を重視したNbSに沿ったプロジェクトへの支援を促すこ
と。

3. ジェンダー・トランスフォーマティブかつ権利に基づくアプローチを推進する

• NDC・NAP・NBSAPなど、すべての国家戦略および行動計画において、権利に基づき、GTAを取り入れ、これを国家・地方レ
ベルで実行可能な政策へと反映させること。

• 女の子・女性・先住民・現地コミュニティの意義ある参加を確保し、環境政策の策定・予算編成・実施・監督において彼らの声
が反映されるようにすること。

• 先住民および現地の知識を含む、多様な知識体系を効果的な環境ガバナンスの中心的要素として認識すること。

• 気候・生物多様性政策のジェンダーと交差性に基づく影響について、データを収集・分類すること。

FloridaとEmmanuelが協同組合が栽培したトマトを収穫する
@Plan International
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